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1 もちろん，ここで取り上げる健康や教育といった個別の属性に焦点をあてた研究も数多く存在する．健



























層の所得の変化に感応的であるかに依存して，結果が変わり得る．図 1(b)は人口 1 人あたり
の県内総生産の地域間格差の推移をいくつかの指標で見たものである．ここで CV は変動係
数であり，D1，D2 は所得が完全平等となる時にゼロ，完全に集中している時に 1 となるよ
うに作成した指標である3．このうち D1 の方が所得の低い層に重きを置く指標となってい
                                                  
3 ここでは，地域݅のݐ期における人口 1 人あたり県内総生産を各年の平均値で除した値をݕ௜ሺ௧ሻとして，
ܦ݇ሺ௧ሻ ൌ 1 െ ሺ1/47ሻ ൈ ∑ ሺmin	ሼݐ௞, ݕ௜ሺ௧ሻሽ/min	ሼݐ௞, ݕതሺ௧ሻሽሻସ଻௜ୀଵ ，݇ ൌ 1,2，とした．また，ݕതሺ௧ሻは分布の平均値であり，































本節では以降の分析に資する枠組みを述べる．基本的な考え方は，Kolm (1977)や Atkinson 




݅, ݆ ∈ ሼ1, … , ܭሽ，とする．また，社会全体のݐ期における総人口を ௧ܰとする．地域݅におけるݐ期
の人口を ௜ܰሺ௧ሻと表せば，	 ௧ܰ ൌ ∑ ௜ܰሺ௧ሻ௄௜ୀଵ である．また，݊௜ሺ௧ሻ: ൌ ௜ܰሺ௧ሻ ௧ܰ⁄ でݐ期における地域݅の
人口シェアを表す．地域別にみた人口分布は，ܭ次元のベクトル， 
 




を区別するインデックスを，ݎ, ݏ ∈ ሼ1, … ,ܯሽ，で表す．地域݅に居住する人々のݐ期における
属性ݎの値をݔ௥௜ሺ௧ሻで表す．地域݅に居住する人々の属性を以下のように表す． 
                                                  

















܆௧ ൌ ൣܠଵሺ௧ሻ, … , ܠ௄ሺ௧ሻ൧, (3)
 

















































れた意味で GL 支配すると言い，܆௧ᇲ ≺ீ௅ ܆௧，と書く8． 
 
܆௧ᇲۿ ൑ ܆௧∗, (7a)
ۿ܍௄் ൌ ܖ௧ᇲ் (7b)
܍௄ۿ ൌ ܖ௧, (7c)
ۿ ൒ ۽. (7d)
 






ࣧሺܖ௧, ܖ௧ᇲሻ ≔ ሼۿ ∈ Թା௄ൈ௄:ۿ܍ࢀ ൌ ܖ௧் , ܍ۿ ൌ ܖ௧ᇲሽ, 
 
とする9． 
                                                                                                                                                  
7 すなわち，二つの状態ܠ௜ሺ௧ሻとܠ௜ሺ௧ᇲሻに対して，ܠ௜ሺ௧ሻ ൒ ܠ௜ሺ௧ᇲሻならば，ܸ൫ܠ௜ሺ௧ሻ൯ ൒ ܸ൫ܠ௜ሺ௧ᇲሻ൯が成り立つ．また，
ߚ ∈ ሾ0,1ሿに対して，必ず，ܸൣߚܠ௜ሺ௧ሻ ൅ ሺ1 െ ߚሻܠ௜ሺ௧ᇲሻ൧ ൒ ߚܸ൫ܠ௜ሺ௧ሻ൯ ൅ ሺ1 െ ߚሻܸሺܠ௜ሺ௧ᇲሻሻ，である． 
8  ここで，「拡張された意味で GL 支配」という用語は便宜的に用いているものであり，一般的に定まっ
たものではない． 
9 行列ۿは二重確率行列を地域ごとに集計された人口に合わせて縮約したものと考えることができる．  
7 
 定義1はShorrocks(1983)による一般化ローレンツ支配基準のひとつの拡張だと考えるこ




命題 1 以下のふたつの条件は等価である10． 
(i) ܆௧ᇲ ≺ீ௅ ܆௧, 




Shorrocks の定理を複数属性に拡張したものである11．  
命題 1 の支配関係は二つの分布に半順序の関係を与えるものであり，܆௧ᇲ ⊀ீ௅ ܆௧ならば，
܆௧ ≺ீ௅ ܆௧ᇲが必ず成り立つと言うわけではない．二つの分布について，܆௧ᇲ ⊀ீ௅ ܆௧，かつ，
܆௧ ⊀ீ௅ ܆௧ᇲ，となる場合， ௧ܹ ൏ ܹ௧ᇲとなるようなܸ ∈ ூࣰ஼௏が存在すると同時に ௧ܹ ൐ ܹ௧ᇲとな
る評価関数ܸ′ ∈ ூࣰ஼௏も存在する12． 
上記の支配基準についていくつかの性質をまとめておく．第一に，܆௧ᇲ ≺ீ௅ ܆௧が成り立つ
ためには，属性ごとに一般化ローレンツ支配の関係が成り立たねばならない．すなわち，
ܠሺ௧ᇲሻ௥ ≺ீ௅ ܠሺ௧ሻ௥ ，が，すべてのݎ ∈ ሼ1,… ,ܯሽについて成立せねばならない．第二に，このこと
より܆௧ᇲ ≺ீ௅ ܆௧が成立するためには，各属性について t 期の平均値が t’期の平均値と等しい
かより大きくなっていなければならない．すなわち，ܖ௧ᇲ൫ܠሺ௧ᇲሻ௥ ൯் ൑ ܖ௧൫ܠሺ௧ሻ௥ ൯்，がすべての
ݎ ∈ ሼ1, … ,ܯሽについて成立せねばならない．最小値についても同様のことが言える．第三に，
命題 1 の支配関係は推移性を持つ．すなわち，܆௧ᇲ ≺ீ௅ ܆௧であり，かつ܆௧ᇲᇲ ≺ீ௅ ܆௧ᇲならば，










                                                  
10 証明は Nakamura(2012)を参照． 
11 また，確率優位（Stochastic dominance）の議論に即して言えば，命題 1 の基準は，増加凹関数に関す






ۯܙ ൌ ܊, (P2)















 問題 P は標準的な線形計画問題であり，地域経済の分析で想定される程度のサイズであ
れば容易に解くことができる．この問題の最適解から以下のことが導かれる． 
 
命題 2 以下は同値14． 
(i) 問題 P の最適解がゼロ：minܙ ܉ܙ ൌ 0, 
(ii) ܆௧ᇲ ≺ீ௅ ܆௧. 
 













                                                  
13 ۯ ൌ ቂܽଵଵ ܽଵଶܽଶଵ ܽଶଶቃ , ۰ ൌ ൤
ܾଵଵ ܾଵଶ
ܾଶଵ ܾଶଶ൨, とすれば，ۯ⨂۰ ൌ ൤
ܽଵଵ۰ ܽଵଶ۰ܽଶଵ۰ ܽଶଶ۰൨，である．また，܋௜を列ベクトルとし
て，۱ ൌ ሾ܋ଵ ࢉଶ ܋ଷሿ，とすれば，vec۱ ൌ ൥
ࢉଵࢉଶࢉଷ
൩，である．  
14 証明は Nakamura(2012)を参照． 
9 
ここで，ۿ෡を，vecۿ෡ ൌ ܙෝ，となるようなܭ ൈ ܭの行列とし，同様に，vec܁ି ൌ ܛି，vec܁ା ൌ ܛାとな
るようにܯ ൈ ܭの行列܁ି,܁ାを構成すれば，最適解は以下の様に表すことができる． 
 






























܆෩௧ ൌ ൣdiagሺܠതሺ௧ሻሻ൧ିଵ܆௧, (10)
 
とする．また，同様に，܆෩௧∗ ൌ ൣdiagሺܠതሺ௧ሻሻ൧ିଵ܆௧∗，とする． 
このとき，以下の支配基準を用いて相対的な格差を考える． 
 
定義 2 以下の条件を満たす行列۾ ∈ ࣧሺܖ௧, ܖ௧ᇲሻが存在するとき，ݐ期の分布はݐᇱ期の分布を
拡張された意味でローレンツ支配すると言い，܆෩௧ᇲ ≺௅ ܆෩௧，と書く． 
10 
 












(D1) ܦሺ܆෩௧, ܖ௧ሻは連続， 
(D2) 	ܦሺ܆෩௧, ܖ௧ሻは܆෩௧に関して凸関数16， 





定義 2 の支配基準が持つ格差分析への含意は以下の命題でまとめられる． 
 
命題 3 以下のふたつの条件は等価である18． 
(i) ܆௧ᇲ ≺௅ ܆௧ 
(ii) すべてܦ ∈ ࣞ஼௑について，ܦ൫܆෩௧, ܖ௧൯ ൑ ܦ൫܆෩௧ᇲ, ܖ௧ᇲ൯，が成り立つ． 
 
単一属性の場合，命題 2 は Atkinson(1970)の定理と基本的に同じである．この支配関係




                                                  
15 但し，majorization の議論では，(11)が成り立つとき，܆௧ᇲは܆௧を majorise すると言い，܆௧ ≺ ܆௧ᇲとす
る．ここでは定義 1 との関連で「拡張された意味でのローレンツ支配」という用語を便宜的に用いている． 
16 二つの分布，܆෩௧と܆෩௧ᇲについて，人口分布がܖ଴で不変ならば，ߚ ∈ ሾ0,1ሿに対して，必ず，ܦൣߚ܆෩௧ ൅
ሺ1 െ ߚሻ܆෩௧ᇲ, ܖ଴൧ ൑ ߚܦ൫܆෩௧, ܖ଴൯ ൅ ሺ1 െ ߚሻܦ൫܆෩௧ᇲ, ܖ଴൯，である． 
17 すなわち，λ ൐ 0について，ܦ൫܆෩௧, ܖ௧൯ ൌ ܦ൫܆෩௧, λܖ௧൯，が成り立つ． 







が 10%増加すれば，定義 1 の意味では望ましいと判断されるが，定義 2 の意味では増加前
後の状態は同じだと評価される． 
この結果，両者で判断が全く異なることも起こりえる．例えば，同じ人口を持つ 2 地域
から構成される社会を考え，ݐ期の所得がܠሺ୲ሻ ൌ ሺ20,80ሻ，ݐ′期のそれがܠሺ୲ᇲሻ ൌ ሺ30,170ሻで表さ
れたとしよう．このとき，一般化ローレンツ曲線とローレンツ曲線をそれぞれ描いて比較



















分析の対象期間は，1980 年から 2010 年の間の 5 年おきの７時点である．できるだけ直
近の時点での比較が望ましいが，後述の県民経済計算に関する統計を利用できる年度のた
め，この期間とした．すなわち，ݐ, ݐᇱ ∈ ሼ1980, 1985, 1990, 1995, 2000, 2005, 2010ሽ，である． 
地域の厚生を評価するための属性は，所得(ݕ)，健康(݄)，教育(݁)，安全(ݏ)の 4 属性を取り











分析に用いたデータとその出所は表 1 にまとめられている．  
 
表 1 分析に用いたデータ 
属性 ⽤ い る 指 標 ・ 統 計 デ ー タ の 出 所 
所得 ⼈⼝あたり⺠間最終消費⽀出額 内閣府『都道府県別経済財政モデル・データベース』 
健康 平均寿命 厚⽣労働省『都道府県別⽣命表』 
教育 ⼤学進学率 ⽂部科学省『学校基本調査』 
安全 ⼈⼝ 1000 ⼈あたり刑法犯認知件数 内閣府『経済・財政と暮らしの指標「⾒える化」データベース』 



















































ሺݐ െ 4ሻ年度の中学校卒業者 , 
 


























 上述のように定義されたデータの概要をまとめておく．まず，表 2 は人口の推移を表し
ている．分析対象期間を通じて総人口は増加している．また，最大値（東京都）は 1990 年
から 1995 年にかけて減少したほかは増加している．一方，最小値（鳥取県）は 1985 年以
降減少している．このような動向を反映して，変動係数の値は 1990 年から 1995 年にかけ
て低下したものの，他の期間では上昇を続けている． 
 
表 2 都道府県別にみた人口の推移 
 
年 
1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 
総⼈⼝（100 万⼈） 117.060  121.049 123.611 125.570 126.926 127.768  128.057 
最⼤値（100 万⼈） 11.618  11.829 11.856 11.774 12.064 12.577  13.159 
最⼩値（100 万⼈） 0.604  0.616 0.616 0.615 0.613 0.607  0.589 
標準偏差（100 万⼈） 2.245  2.327 2.397 2.432 2.490 2.568  2.653 
変動係数 0.901  0.904 0.911 0.910 0.922 0.945  0.974 
 
 地域の厚生を特徴づける属性の推移をまとめたものが表 3 である．表 3 で示されている
                                                  
19 ここでܣの値は便宜的に設定している．ݏሺܣ, ݏ௜ሻ ൌ ܣ െ ݏ୧，のような変数の変換をしたとき，ܣの値によっ





表 3 を見ると，人口あたり民間最終消費支出額は 2000 年から 2005 年にかけて最小値が
減少している他は，平均値，最大値，最小値のすべてが 5 年前の値よりも上昇している20． 
平均寿命は，すべての年度について平均値，最大値，最小値のすべてについて経年的な
上昇がみられる．  
大学進学率は 1980 年から 1990 年にかけて平均値と最大値が低下している．一方で，最




最大値は 1985 年を除いて 2000 年まで上昇している．その後，2005 年，2010 年と低下し
ている．最小値は，1995 年において最も小さいが，2000 年に上昇し，その後，2005 年，
2010 年においては 5 年前と比較して低下している． 
 前節で述べた社会厚生に関する支配基準は一般化ローレンツ曲線を多変量に拡張した概
                                                  
20 人口あたりの民間最終消費支出額は，年度ごとに見ればリーマンショックの影響で平均値が前年よりも
低下する年度もあるものの，5 年ごとで見れば上昇している． 
表 3 属性に関する統計 
 年度 
1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 
⼈⼝あたり⺠間最終消費⽀出（百万円/⼈） 
平均値 1.574 1.729 2.020 2.148 2.181  2.293  2.455 
最⼤値 2.030 2.289 2.674 2.766 2.825  2.970  3.198 
最⼩値 1.149 1.197 1.419 1.461 1.605  1.585  1.757 
標準偏差 0.236 0.273 0.305 0.290 0.284  0.298  0.328 
平均寿命（歳） 
平均値 76.266 77.828 79.026 79.930 81.150  82.261  82.962 
最⼤値 78.120 80.020 80.570 81.150 82.105  83.160  84.030 
最⼩値 74.900 76.475 77.835 78.610 79.680  80.535  81.310 
標準偏差 0.546 0.524 0.461 0.478 0.383  0.426  0.405 
⼤学進学率 
平均値 0.262 0.261 0.241 0.318 0.390  0.432  0.497 
最⼤値 0.354 0.337 0.305 0.405 0.502  0.580  0.660 
最⼩値 0.126 0.139 0.150 0.191 0.256  0.282  0.331 
標準偏差 0.059 0.053 0.043 0.057 0.070  0.076  0.086 
⼈⼝千⼈あたり刑法犯認知件数（件/千⼈） 
平均値 11.596 13.281 13.240 14.199 19.251  17.761  12.384 
最⼤値 19.916 19.301 20.661 23.461 30.630  28.298  18.510 
最⼩値 5.944 6.730 6.568 5.420 8.897  7.511  4.979 





大学進学率の平均値は 1990 年において最も低く，その次に 1985 年が低い．また，刑法犯
認知件数の平均値は 2000 年において最も高く，以下，2005 年，1995 年，1985 年，1990
年，2010 年，1980 年の順になる．また最大値は，同じく 2000 年において最も高く，以下，






年と，2000 年から 20005 年にかけて，ごくわずかながら上昇している． 
 







 最初に，定義 1 にしたがって，拡張された意味での GL 支配の有無を，問題 P を解くこ
とによって調べる．分析の便宜のために，大学進学率については単位をパーセントとして
0.150 0.158 0.151 0.135 0.130 0.130 0.134 
0.007 0.007 0.006 0.006 0.005 0.005 0.005 
0.226 
0.202 
0.179 0.179 0.179 0.177 0.173 
0.323 
0.281 









⼈⼝あたり⺠間消費⽀出 平均寿命 ⼤学進学率 ⼈⼝あたり刑法犯認知件数
17 





ܟ ൌ ൫ݓ௬,ݓ௛, ݓ௘, ݓ௦൯ ൌ ሺ10ସ, 10ଶ, 10ଷ, 10ଷሻ, (14)
 
のようにおき，ܟ௅ ൌ ܍ସ଻⨂ܟ，とした． 
対象期間について一対比較を行った結果が表 4 にまとめられている．表 4 のセルに記載
されている値は，対応する基準年と比較年における問題 P の最適解である．ここで 0 とな
っている基準年と比較年の組み合わせでは，比較年の分布が基準年の分布を拡張された意





表 4 社会厚生の一対比較（܆௧ᇲ ≺ீ௅ ܆௧） 
    
⽐ 較 年 





1980 1822.8 3749.9 2607.6 7654.9 6164.8  804.7 
1985 2024.5  2157.0 949.5 5969.8 4479.7  0.0 
1990 4794.1  3106.2 990.7 6011.0 4520.9  0.0 
1995 11651.0  10075.4 9015.8 5052.4 3562.3  0.0 
2000 19325.2  17749.5 16689.9 7674.1 2.3  0.0 
2005 24821.8  23246.1 22186.5 13170.8 6986.8 0.0 
2010 33150.6  32296.4 31195.5 23138.4 20516.6 13529.9  
注：最適化問題(P)は MATLAB の linprog 関数を用いて解いた（以下すべて同じ）． 
 
表 4 から以下のことがわかる．第一に，2010 年の分布は，1980 年を除く 5 時点の分布
を拡張された GL の意味で支配している．すなわち，すべてのܸ ∈ ூࣰ஼௏について 2010 年の
評価関数を基に得られる社会厚生はこれらの年よりも大きい． 
 第二に，その他の組み合わせについて支配関係は観察されない．ただし，基準年が 2000
年，比較年を 2005 年とする組み合わせでは最適解の値は他と比較して小さい．また，ሺݐ′, ݐሻと
書くと，ሺ1985, 1995ሻ，ሺ1990, 1995ሻ，ሺ1980, 2010ሻ，の組み合わせも最適解の値が他よりも
やや小さい．これらの組み合わせは，支配関係をもたらすために必要な属性の増加が潜在
価格で評価して小さいと言う意味では支配関係と近い状態にあると言えるかもしれない21． 








表 5 属性ごとの一般化ローレンツ曲線の比較 
  
⽐ 較 年 (ݐ) 




 (ݐ ᇱ ) 
1980 - y, h y, h y, h, e y, h, e y, h, e y, h, e 
1985 × - y, h y, h, e y, h, e y, h, e y, h, e, s 
1990 s × - y, h, e y, h, e y, h, e y, h, e, s 
1995 s s s - y, h, e y, h, e y, h, e, s 
2000 s s s s - h, e, s y, h, e, s 
2005 s s s s × - y, h, e, s 
2010 × × × × × × - 
注：各セルのݖ ∈ ሼݕ, ݄, ݁, ݏሽは，比較年におけるݖの分布が基準年のそれを一般化ローレンツ支配することを意味する．
また，×はすべての属性においてローレンツ支配の関係が成り立っていないことを意味する． 
 









1980 年から 1995 年にかけて，後年度になるにしたがって厚生水準が低下していた． 








味での GL 支配基準の成否を調べた．潜在価格は先の分析と同じである． 








表 6 「安全」を除いた 3属性による社会厚生の一対比較（܆௧ᇲ ≺ீ௅ ܆௧） 
    
⽐ 較 年 





1980 1.4 21.1 0.0 0.0 0.0  0.0 
1985 1714.9  19.7 0.0 0.0 0.0  0.0 
1990 4741.8  3029.0 0.0 0.0 0.0  0.0 
1995 6161.9  4450.8 1441.7 0.0 0.0  0.0 
2000 6687.0  4975.9 1966.8 525.1 2.3  0.0 
2005 7961.4  6250.4 3241.2 1799.5 1274.4 0.0 
2010 9713.2  8002.1 4993.0 3551.3 3026.2 1751.8  
 
 
図 3 「安全」を除く 3属性で見た支配関係 
注：ݐ → ݐᇱは，「安全」を除く 3 属性で，܆௧ᇲ ≺ீ௅ ܆௧が成立するという意味でݐ期の分布がݐ’期の分布を支配する． 
 
それでは具体的にどの地域における安全の変化が改善を妨げていたのであろうか．表 7
は，基準年を 1980 年として，その他の各年について問題 P を解いたときの，刑法犯認知件
数に関するスラック(܁ାの第 4 行)をもとに，各比較年における社会厚生が基準年よりも大き
くなるために必要とされる人口千人あたりの刑法犯認知件数の減少量を示している22．例え
ば，2010 年において，人口千人あたりの刑法犯認知件数が，愛知県において 4.7 件，大阪
府において 4.1 件，兵庫県において 1.3 件，福岡県において 5.2 件だけ減少しておれば，同
年の社会厚生は 1980 年の社会厚生よりも高かったと言える． 
表 7 より，2000 年と 2005 年においては，ほぼ全国的に安全の程度が悪化していたこと
が窺われる．2000 年では社会厚生の改善のためには，47 都道府県中 36 都道府県，2005
年では同じく 32 都道府県において安全の改善が必要であった． 
                                                  










表 7 ܆ଵଽ଼଴ ≺ீ௅ ܆௧となるために必要な⼈⼝千⼈あたり刑法犯認知件数の削減量 
 ⽐較年(t) 
 1985 1990 1995 2000 2005 2010 
北海道 6.743 7.045 5.767 7.518 5.153 
青森県   
岩手県  1.799 1.500  
宮城県  3.040 10.434 4.796 
秋田県 0.767 3.762 0.628 
山形県  1.231  
福島県 0.752 0.890 0.927 5.495 4.096 
茨城県 0.910 8.092 7.914 
栃木県  1.941 4.787 4.470 
群馬県 1.173 1.881 5.191 8.455 
埼玉県 0.629 3.483 8.185 14.391 13.953 
千葉県 3.138 2.980 12.131 8.094 
東京都 1.308 0.494 6.405 1.945 
神奈川県  4.986 1.139 
新潟県 2.378 0.014 0.940 1.722 
富山県   
石川県   
福井県  0.989  
山梨県  3.161 1.128 
長野県 0.320 0.496 1.435 7.020 4.525 
岐阜県  5.405 5.158 
静岡県  6.246 5.078 
愛知県 0.748 1.932 3.665 13.882 16.223 4.623
三重県  2.882 7.135 
滋賀県 2.619 2.220 7.659 2.155 
京都府  0.054 7.436 8.736 
大阪府 5.973 7.227 8.323 17.449 17.061 4.059
兵庫県  2.042 7.233 12.011 1.204
奈良県 3.006 3.289 1.118 8.781 6.456 
和歌山県 2.189 0.925 3.075  
鳥取県 1.743 0.262 
島根県 1.216  
岡山県  1.237 1.295 
広島県 2.312 4.236 1.942 6.268 0.759 
山口県  1.457 5.388 1.918 
徳島県  1.591 0.300 
香川県  5.304 9.005 
愛媛県 1.725 0.409  
高知県 7.252 4.000  
福岡県 4.642 9.260 13.713 20.657 11.226 5.141
佐賀県  1.306 1.384 
長崎県   
熊本県 2.615 0.020  
大分県   
宮崎県 0.455 0.821 3.846  
鹿児島県   









値で基準化されているので，ݓ௜ ൌ 10ଷ, for	݅ ∈ ሼݕ, ݄, ݁, ݏሽ，とした． 
 
 















                                                  
23 本論では，各都道府県の人口規模で属性を加重した形で地域間格差を考えている．しかし，人口で加重
することなく問題 P を解いても，対象とするすべての年度間で支配関係は成立しなかった． 
表 8 地域間格差の一対比較（܆௧ᇲ ≺௅ ܆௧） 
  
⽐ 較 年 





1980 - 24.9 43.3 33.3 31.0 44.3  38.1 
1985 51.3  - 37.5 29.7 31.9 46.2  35.9 
1990 65.2  35.2 - 16.5 25.4 42.9  32.0 
1995 76.4  47.2 32.1 - 31.6 52.2  42.2 
2000 82.7  50.9 52.0 38.1 - 35.2  27.8 
2005 85.1  59.3 61.5 51.1 27.9 - 15.6 
2010 93.0  65.7 68.8 59.0 37.4 30.6  - 
22 
表 9 属性ごとのローレンツ支配関係 
  
⽐ 較 年 





1980 - e e e e e e 
1985 × - h, e e y, e × × 
1990 × × - × Y × y 
1995 × × × - × × × 
2000 × s × × - × × 
2005 × s × × × - × 
2010 × × × × × × - 












図 4(a) 教育の支配関係 図 4(b) 所得の支配関係 
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